
平成２２年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．福祉医療費助成制度の制度化等
	【福祉医療費助成制度】

◆予算項目以外の状況

・福祉医療費助成制度の国制度化等については、重点項目としての要望に加え、府市長会・町村長会とともに、昨年１１月と１２月の２度にわたり、厚生労働大臣政務官等に対し、直接要望した。

・地方単独事業について、厚生労働大臣政務官から「ナショナルミニマムとは何なのかを今後議論する」との見解を得たので、今後一層の要望に努めていく。

・国民健康保険国庫負担金減額措置について、厚生労働大臣政務官から「地方単独事業による医療費の波及増嵩はない」との見解を得たので、今後一層の要望に努めていく。
	
	

	２．福祉・介護人材の確保・定着の推進並びに地域区分の改善

１．福祉・介護人材の確保・定着方策の抜本的強化について
	【福祉・介護人材の確保・定着】
◆予算項目以外の状況

・平成２１年４月～介護報酬改定（＋3.0％）
・平成２１年４月～障がい福祉サービス報酬改定（＋5.1％）

◆概算要求の状況　厚生労働省
・福祉・介護サービス従事者の確保の推進

　　（全）セーフティネット支援対策等事業費補助金６３１億円の内数

　　○福祉・介護人材確保緊急支援事業

　　　○福祉人材確保推進事業

	　
（全）セーフティネット支援対策等事業費補助金６３１億円の内数
○介護職員処遇改善交付金
※２１年度第１次補正で

別途３，９７５億円
	

	２．社会福祉施設・事業所に係る運営費・報酬単価等の地域区分の改善について
	【地域区分の改善】
◆予算項目以外の状況

・現時点において、地域区分の改善に向けた国の具体的な制度改正は見受けられない
	○障がい者自立支援対策臨時特例交付金
※２１年度第1次補正で

別途１，０７０億円
（福祉・介護人材の処遇改善）
　別途９８億円
（福祉・介護人材の就労・
キャリアアップ支援）


	

	
	
	
	

	３．新型インフルエンザ対策への支援

	【新型インフルエンザ対策】
◆予算項目以外の状況

・現時点において、社会福祉施設等への支援について、国の具体的な制度創設は見受けられない
	
	

	４．社会福祉の充実

１．障がい者施策の円滑な推進
　
（１）利用者の立場に立った障がい者自立支援施策の一層の推進

	【障がい者の自立支援】

◆予算項目以外の状況　
・障がい者制度改革推進本部の設置

障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備をはじめとする障がい者に係る制度の集中的な改革を行うため、内閣に設置。
◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい福祉サービスの確保　《再掲》
※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　５，０７２億円）

○障がい児施設に係る給付費等の確保《再掲》
※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　６１７億円）
○利用者負担の軽減　

※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　　―　）

○地域生活支援事業　　　　　　　　

※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　４４０億円）

○発達障がい者支援施策　　　　　　

※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　８．８億円）


	（全）５，７１９億円

（全）７１０億円

（全）１０７億円

（全）４４０億円

（全）７．５億円

○障がい者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金事業《一部再掲》
　※21年度第1次補正で
別途１，４２５億円
	

	（２）グループホーム・ケアホーム

	○障がい福祉サービス提供体制の整備

※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　１２８億円）　
	（全）１２４億円
	

	（３）障がい者差別の解消に向けた法整備について
	○障がい者虐待防止対策支援事業

　※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　　―　）
	（全）４．７億円
	

	２．介護保険制度等の一層の推進
（１）高齢者自身の選択に基づく自立した日常生活の維持・継続
	【介護保険制度等の一層の推進】

	（全）２兆１，５２１億円
	

	（２）障がい者への適切な配慮
	
	
	

	（３）低所得者に対する適切な配慮
	
	
	

	（４）地方公共団体の財政基盤の充実
	
	
	

	（５）未収返還金等を有する保険者への貸付制度の創設
	
	
	

	（６）介護労働者の賃金、労働条件の引き上げ等
	◆予算項目以外の状況

・平成２１年４月～介護報酬改定（＋3.0％）《再掲》
	○介護職員処遇改善交付金《再掲》

※２１年度第１次補正で

別途３，９７５億円
	

	（７）地域密着型サービス等の認可及び届出に係る老人福祉法上の権限移譲


	◆予算項目以外の状況

・平成２０年５月地方分権改革推進委員会第１次勧告

《基礎的自治体への権限移譲の方針》

　すでに市が処理している事務と密接に関連する事務については市まで移譲する。

《基礎的自治体への権限移譲を行う方針》

　・特別養護老人ホームの設置の認可等

　・有料老人ホームの設置の届出受理等
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	（８）有料老人ホームと同様のサービスを提供し、一定以上の居住水準を満たす高齢者専用賃貸住宅（適合高専賃）に対する指導権限の付与

（９）有料老人ホームの届出の円滑化　
	◆予算項目以外の状況

　平成２１年５月｢高齢者の居住の安定確保に関する法律｣改正

　・高専賃を含む高齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）の登録基準を設定

・都道府県に以下の指導監督権限を付与

　　①登録の内容について事業者に報告を求めることができること。

　　②登録住宅が基準に適合しないと認めるときは必要な措置をとるよう指示できること。

　　③②の指示に従わない場合は登録を取り消すことができること。

　　※有料老人ホームと同様の都道府県による立入調査権限、改善指導権限の付与はなされていない。
	
	

	（10）介護予防事業（地域支援事業の一部）
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○介護予防事業（地域支援事業の一部）
（全）２００．９億円
	（全）７３８億円（地域支援事業）の内数
	

	３．在日外国人無年金者の救済
	【在日外国人無年金者の救済】

○予算措置なし
	
	

	５．医療保険制度の抜本的改革と持続的かつ安定的な運営確保について
（1）国民健康保険制度について


	【医療保険制度】
◆概算要求の状況　厚生労働省
【医療保険制度】
○市町村の国民健康保険助成費

（全）　３兆３，１８８億５，４３１万円
（Ｈ２１　３兆１，２７３億６２０万円）
○国保組合の国民健康保険助成費

（全）　３，３２４億８，４９１万円
（Ｈ２１　３，３１８億４，５９８万円）
	（全）３兆３，１６８．５億円
（全）３，２５５．１億円
	

	（2）後期高齢者医療制度について


	○後期高齢者医療制度関係経費

（全）　３兆８，１４５億９，６６８万円

（Ｈ２１　３兆６，６４０億１，３２７万円）
《参　考》
○平成２１年度２次補正予算により、現行高齢者医療制度の負担軽減措置について、平成２２年度も継続実施 

・被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続（均等割９割軽減）
・所得の低い方の保険料軽減の継続（均等割9割、8.5割、所得割5割軽減）
※保険料抑制策は制度設計･維持に責任を負う国が全額を負担すべきものと、昨年１２月、強く要望したが、措置はなされなかった。

※一方、後期高齢者医療広域連合からの要請もあり、高齢者の負担軽減を図る観点から、保険料上昇率を５％に抑制するため、府財政安定化基金の積増し･取崩しを予定している。
	（全）３兆７，７４６．8億円
　　
（全）２７４億円

（全）５２３億円


	

	６．次世代育成の支援
（１）子育て支援事業の充実


	【子育て支援】

◆予算項目以外の状況

・安心こども基金については、次世代育成支援のための新たな制度体系の設計にかかる検討などを総合的に勘案しつつ、今後検討。

・認定こども園制度の在り方など幼児教育、保育の総合的な提供（幼保一体化）の在り方について検討。

	
	

	（２）児童虐待対策の充実

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○一時預かり等事業
（全）４２．８億円（Ｈ２１　３０．４億円）
・一時預かり事業（保育所型）
７，６１０か所 → ９，２５８か所
・一時預かり事業（地域密着型）
１２６か所 → ２５８か所
・特定保育事業
１，８９０か所 → １，８９０か所
○休日・夜間保育事業
（全）８．４億円（Ｈ２１　７．８億円）

　　  １，３１０か所 → １，４１３か所
○病児・病後児保育事業
（全）３６．５億円（Ｈ２１　３１．８億円）
１，５００か所 → １，９３６か所
○延長保育事業
（全）４４０億円（次世代育成支援対策交付金）の内数
　○総合的な放課後児童対策（「放課後子どもプラン」）の着実な推進

　（全）２８１億円（Ｈ２１　２３４．５億円）
　
○子ども手当交付金

（全）2兆１，５５４億円
【児童虐待対策】
◆概算要求の状況　厚生労働省
○虐待を受けた子ども等への支援の強化
（全）９０４億円（Ｈ２１　８７７億円） 

・地域における体制整備 

　　・児童相談所の機能強化
・社会的養護体制の拡充


	（全）３６１億円（次世代育成支援対策交付金）の内数
※一時預かり事業は、事業主拠出金財源（年金特別会計児童手当勘定、府負担1/3）から次世代育成支援対策交付金（府負担なし）による実施に変更

○特定保育事業
（全）５．３億円

・対象箇所数

１，８９０か所 

（全）７．８億円

・対象箇所数

１，３１０か所

（全）３４．９億円

・対象箇所数

１，９３６か所　
（全）１９９億円

※次世代育成支援対策交付金（府負担なし）から事業主拠出金財源（年金特別会計児童手当勘定、府負担1/3）による実施に変更

（全）２７４．２億円

（全）１兆４，７２２億円

（全）８９１億円


	

	（３）児童福祉施設の体制強化
（４）児童福祉法第２７条第１項第３号の措置に基づく都道府県と民間施設の関係等について
（５）児童自立生活援助事業（自立援助ホーム）の制度拡充

	【児童福祉施設関係】

◆概算要求の状況　厚生労働省
○社会的養護体制の拡充（再掲）
（全）８５０億円（Ｈ２１　８２２億円） 《一部再掲》

※上記「○虐待を受けた子ども等への支援の強化」

（全）９０４億円の内数
【都道府県と民間施設の関係】

◆予算項目以外の状況
　　　現時点において、国からは、平成１９年１月２５日の最高裁判決に対する見解や、今後の対応方針・対策について示されていない。
【児童自立生活援助】
◆概算要求の状況　厚生労働省
○社会的養護体制の拡充（再掲）
（全）８５０億円（Ｈ２１　８２２億円）《一部再掲》
※上記「○虐待を受けた子ども等への支援の強化」

（全）９０４億円の内数）

	（全） ８３８億円《一部再掲》
※上記「○虐待を受けた子ども等への支援の強化」

（全）８９１億円の内数
（全）８３８億円 《一部再掲》
※上記「○虐待を受けた子ども等への支援の強化」　　

（全）８９１億円の内数）
	

	７．　障がい者の雇用・就労対策の強化

	【障がい者の雇用・就労】

◆予算項目以外の状況

・障がい者制度改革推進本部の設置

障害者権利条約の締結に必要な国内法の整備をはじめとする障がい者に係る制度の集中的な改革を行うため、内閣に設置。
	
	

	
	
	
	

	（１）障がい福祉計画の目標達成に向けた就労支援の抜本的強化
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○予算措置なし
	
	

	（２）授産施設等の新体系サービスへの円滑な移行と工賃水準の向上
	○工賃倍増5か年計画

　※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　１７億円）
	（全）７．９億円
	

	（３）障害者就業･生活支援センター事業に対する支援の充実
	○障がい者就業・生活支援センター事業

　※１０月の概算要求額は不明　（Ｈ２１　７億円）
	（全）９．６億円
	

	（４）在宅障がい者等に対するさらなる支援
	○予算措置なし
	
	

	（５）障がい者の法定雇用率未達成企業に対する制裁措置
	○予算措置なし
	
	

	（６）精神障がい者の就労機会の拡大
	○予算措置なし
	
	

	（７）発達障がい者の就労支援
	○青年期発達障がい者の地域生活移行への就労支援モデル事業

　※１０月の概算要求額は不明
	（全）０．４億円
	

	８．ホームレスの自立支援
	【ホームレスの自立支援】

◆概算要求の状況　厚生労働省
・貧困・困窮者支援の強化

住まい対策の拡充　（全）　７００億円

（うち大阪府　６０．４億円）
（うち、ホームレス対策事業　２０．８億円）
　※２１年度第２次補正予算により、緊急雇用創出事業臨時特例交付金を各都道府県の同臨時特例基金に積み増し、２２年度はホームレス対策事業を実施。
	（全）７００億円

（うち、大阪府６０．４億円）
（うち、２０．８億円）
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
























◆概算要求の状況　厚生労働省


○介護保険制度の円滑な運営


（全）２兆１，６７５億円
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